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•A１ 予算とは１年間の収入と支出を見積もることです。
•新しい年度が始まる前に、その１年間で、どのぐらいの収入があるの
か、また行政サービスをどのように行うのかを計画し、そのために使
うお金を見積もります。これらの内容をまとめたものが予算書です。

Q１ 予算って何ですか？

•A２ 市長のつくった予算案が、市議会の審議をへて議決
により予算として成立します。

•市役所のそれぞれの担当部署が、総合計画や各種計画に基づき作成し
た案に、市民のみなさんの意見や要望を取り入れ「１年間の行政サー
ビス」を検討します。市長は各担当部署の案をもとに自分の考え方を
加えて予算案としてまとめ、市議会に提案します。

•市民を代表する市議会は、提案された予算案をいろいろな面から審議
したうえで議決により予算を決めます。

Ｑ２ 予算はどうやって決まる

のですか？

•A３ 変えられます。その予算を補正予算といいます。
•市議会で決定した予算を使っていくうえで、予算を見積もるときに予
測できなかったことが起こるときがあります。例えば、台風などの自
然災害により、急にお金を使わなければならないときなどは予算を変
える必要があります。このような場合にも、市長が変更する予算案を
つくり、最初の予算と同じように市議会へ提案します。この予算のこ
とを補正予算といいます。

Ｑ３ 一度決めた予算は、変えら

れないの？

予算とは？ Q&A 
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一般会計 教育、福祉や道路・公園の整備など基礎的な行政サービスを行う会計。 

特別会計 

（６会計） 

特定の事業を特定の収入によって行い、その収支を一般会計から切り離して

経理する会計。 

伊賀市には、国民健康保険事業など６つの特別会計があります。 

企業会計 

（３会計） 

民間企業と同じように事業で収益をあげて運営している会計。 

伊賀市には、病院事業、水道事業、下水道事業の３つの企業会計があります。 

財産区特別会計 

（2 会計） 

財産区の財産を管理運営するための会計。 

伊賀市には、島ヶ原財産区と大山田財産区の２つの特別会計があります。 

一般会計

435億3,969

万円

54.7%

特別会計

209億7,006

万円

26.3%

企業会計

150億3,630

万円

18.9%

財産区特別会

計

4,228万円

0.1%

全会計

795億

8,833万円

伊賀市の会計規模 

 

財産区とは… 

 山林などの財産を保有しており、地方自治法により法人格が認められた「特別地方公共団体」

です。なお、財産区の権限は、財産又は公の施設の管理及び処分又は廃止に限られているため、

市のように広範囲で事務を処理することはできません。 
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一般財源 市が自由に使いみちを決められるお金。  例）市税、地方交付税など 

特定財源 使いみちがあらかじめ決められているお金。例）国・県支出金、市債など 

自主財源 市が自主的に収入できるお金。 

市税 みなさんが納めている税金。 

負担金・使用料など 市が行う事業に対する負担金や使用料。 

その他 基金繰入金やその他の諸収入など。 

依存財源 国や県からもらう交付金などの収入。 

市債 道路・公園、市の施設などをつくるために借り入れるお金。 

国・県支出金 みなさんが国や県に納める税金の一部で、使いみちが決められています。 

国からの交付金 みなさんが国や県に納める税金の一部で、地方交付税や地方譲与税など

として交付されます。使いみちは自由です。 

 

自主財源

43%
依存財源

57%

市税

141億721万円

負担金・使用料な

ど

8億7,407万円

その他

39億56万円
国からの交付金

127億1,155万円

国県支出金

82億8,328万円

市債

36億6,302万円

歳入

435億3,969万円

一般会計歳入予算 
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議会費

2億7,829万円

総務費

73億5,978万円

民生費

145億6,932万円

衛生費

45億2,959万円

労働費

6,131万円

農林業費

21億3,703万円

商工費

8億8,803万円

土木費

26億8,236万円

消防費

18億9,086万円

教育費

30億1,442万円

災害復旧費

3億4,855万円

公債費

57億5,015万円

予備費

3,000万円

歳出（目的別）
435億3,969万円

議会費 議会運営にかかる経費。 

総務費 庁舎管理やシステム保守、地域振興や住民自治などの経費。 

民生費 福祉全般にかかる経費。市の事業の中で最も割合が大きい経費です。 

衛生費 環境対策や清掃事業、地域医療、健康推進などにかかる経費。 

労働費 地元の雇用促進にかかる経費。 

農林業費 農業や林業にかかる経費。 

商工費 商工業や観光振興にかかる経費。 

土木費 道路、公園、市営住宅などの維持管理や建設事業にかかる経費。 

消防費 消防活動等にかかる経費。 

教育費 市立の小中学校や幼稚園の管理、文化財、スポーツ振興にかかる経費。 

災害復旧費 台風などの災害により破損した道路などの復旧にかかる経費。 

公債費 市債の償還や利子にかかる経費。 

予備費 台風や大雪などの予測できない事態で、緊急に支出が必要になるときのた

めの経費。 

一般会計歳出予算 
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人件費 市長や職員、議員や各種委員、消防団員の報酬。 

扶助費 児童、高齢者、障がい者、生活困窮者などに対して市が行う支援にかか

る経費。 

公債費 事業に必要な資金を調達するために借り入れたお金を返済する経費。 

投資的経費 市が行う建設事業と災害復旧にかかる経費。 

物件費 行政運営上必要な経費、旅費、光熱水費、通信運搬費、施設維持に係る

委託料など。 

補助費等 各種団体への助成、負担金などにかかる経費。 

維持補修費 庁舎や公園、道路などの公共施設の維持補修にかかる経費。 

繰出金 一般会計と特別会計、又は特別会計間において支出される経費。 

投資・出資・貸付金 県との協調融資の原資や他会計への出資、貸付金などの経費。 

積立金 市の貯金である「基金」への積立金。 

※義務的経費…人件費、扶助費、公債費は地方公共団体の義務的経費といわれ、支出が義務

づけられているものや任意に削減しにくい硬直性の高い経費です。これらが

歳出予算に占める割合が低いほど健全な財政であるとされています。 

 

義務的経費

51%

投資的経費

6%

その他経費

43%

人件費

91億1,590万円

扶助費

74億5,644万円

公債費

57億5,015万円
普通建設事業費

19億9,655万円

災害復旧事業費

3億4,855万円

物件費

86億2,666万円

補助費等

54億6,233万円

維持補修費

3億9,027万円

繰出金

26億1,467万円

その他

17億7,817万円

歳出（性質別）

435億3,969万円

一般会計歳出予算 
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新型コロナウイルス感染症の影響により、社会経済状況が厳しい状況の中、総合

計画に掲げる「『ひとが輝く 地域が輝く』伊賀市」を実現するため、「新たな成長・

活力・価値創造予算」の視点で、「こども・くらし・にぎわい」をテーマに、６つ

の重点目標を掲げ、「ＤＸ、ＳＤＧｓ、防災・減災、新しい生活様式」など、新た

な考え方を取り込んだ各種事業に取り組みます。 

 

 

 

        

   

 

 私たちの未来を担う地域の宝である子どもを安心して産み、育てることができる

よう、子育て支援基金を財源に、少子化対策関連事業をパッケージ化した「にんにん 

子育て支援プロジェクト（以下「にんにんＰ」」を推進しています。 

令和４年度は新たな事業として「認可外保育施設利用補助金」制度を創設し、家計

負担の軽減に努めます。また、子ども家庭総合支援拠点を設置することで、子育て支

援対策の強化を行います。 

 

 

 

こども 

不妊治療等助成事業 ６５５万円

不妊治療を受けた夫婦の経済的負担の軽減を目的に、不妊
治療に要する費用の一部助成を行います。

財源内訳：県の負担額 ３２５万円

市の負担額 ３３０万円

（子育て支援基金（にんにんP） ３３０万円含む）

担当課：健康推進課

令和４年度予算 

～新たな成長・活力・価値創造予算～ 
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ファミリーサポートセンター運営事業

１１４万円

伊賀市ファミリー・サポート・センター事業実施要綱に基
づき、育児の援助を受けたい人（依頼会員）と育児の援助を
行いたい人（提供会員）からなる会員組織で、会員間の相互
援助活動を行うことにより、仕事と育児が両立できる環境や
地域での子育てを整備します。

また事業を利用するひとり親家庭の負担を軽減し、安全・
安心な子育て環境を整えます。

財源内訳：国の負担額 ３８万円

県の負担額 ３８万円

市の負担額 ３８万円

（子育て支援基金（にんにんP） ６万円含む）

担当課：子育て支援室

多文化共生推進事業 １，２１５万円

国籍や文化の違いを超えて共生できる地域社会の構築に向
けて事業を推進するとともに、さらなる推進を図るために多
文化共生推進プランの策定に取り組みます。

また、事業の一部委託や補助金の交付により国際交流と多
文化共生の推進を図ります。

財源内訳：国の負担額 １４４万円

市の負担額 １，０７１万円

（子育て支援基金（にんにんP） １６０万円含む）

担当課：多文化共生課

結婚サポート事業 ２５万円

「来たい・住みたい・住み続けたい“伊賀”」をめざして、
若い人たちが安心して住み、子どもを産み育てる環境を充実
させるため、出会い、結婚を支援する婚活パーティーなどの
結婚支援活動を実施する団体などに対し、事業費用の一部を
助成します。

財源内訳：市の負担額 ２５万円

（子育て支援基金（にんにんP） ２５万円含む）

担当課：こども未来課
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利用者支援事業 １１３万円

子ども・子育て支援法に基づき、子どもや保護者等、妊娠中の
方の個別ニーズを把握し、子育て支援事業等を円滑に利用出来る
よう「情報集約・提供」「相談・援助」等を行います。

財源内訳：国の負担額 ３８万円

県の負担額 ３８万円

市の負担額 ３７万円

（子育て支援基金（にんにんP） ３７万円含む）

担当課：健康推進課

母子健康診査事業 ７，３０６万円

母子保健法に基づき、妊婦一般健診、乳児健診、１歳６ヶ月児
健診、３歳児健診など、母子の健康の保持と増進に関する事業を
実施します。

財源内訳：国の負担額 ２７１万円

市の負担額 ７，０３５万円

（子育て支援基金（にんにんP） ２６５万円含む）

担当課：健康推進課

母子健康づくり事業 ２７６万円

子育て支援法及び母子保健法に基づき母性並びに乳幼児の健康
の保持及び増進のため、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のな
い支援を行い、保護者の孤立や育児不安の解消、乳幼児の心身の
健全な発達を促します。

財源内訳：国の負担額 ８９万円

県の負担額 ５８万円

市の負担額 １２９万円

（子育て支援基金（にんにんP） ３０万円含む）

担当課：健康推進課
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発達支援事業 ２，１３３万円

児童福祉法や発達障害者支援法等に基づき、子どもの成
長発達に不安や悩みを持つ保護者や関係者からの相談に応
じます。また巡回訪問や研修会を実施し保育士や教諭等へ
より個別的、専門的な助言を行えるよう児童発達支援セン
ターと連携を図ります。また児童発達支援センターと連携
し乳幼児期、学齢期から青年期まで途切れのない支援を受
けられるシステムを構築・整備します。

財源内訳：国の負担額 １，０６６万円

県の負担額 ５３３万円

市の負担額 ５３４万円

（子育て支援基金（にんにんP） ５３４万円含む）

担当課：子育て支援室

歯科保健事業 ３６１万円

健康増進法に基づく歯周疾患検診や２０歳以上を対象と
した成人歯科健診、在宅要介護者を対象とした訪問歯科健
診を実施し、口腔衛生の向上を図ります。また、妊婦を対
象とした妊婦歯科健診を実施し、妊婦自身の口腔ケアを勧
めるとともに、子どもの歯の健康について意識の向上を図
ります。

財源内訳：県の負担額 ２０６万円

市の負担額 １５５万円

（子育て支援基金（にんにんP） ５８万円含む）

担当課：健康推進課

私立保育所施設整備事業

２億３，５０８万円

統合民営化により開園した、いなこ保育園の老朽化した
施設の改築に対して補助を行います。令和３年度、令和４
年度の２ヵ年事業とし、施設の安全確保の充実を図ります。

財源内訳：国の負担額 １億 １９９万円

市の負担額（市債を含む）１億３，３０９万円

担当課：保育幼稚園課
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施設改修事業（保育所）

１億６７６万円

安心・安全な保育環境を維持するため、経年劣化等によ
る施設の改修を計画的に行います。

財源内訳：市の負担額（市債を含む） １億６７６万円

担当課：保育幼稚園課

通学路整備事業 ２，５６２万円

通学路における交通安全を確保するため、関係機関が連
携して点検を行い、確認された危険個所の改良工事を行い
ます。

財源内訳：国の負担額 １，３７５万円

市の負担額（市債を含む） １，１８７万円

担当課：道路河川課

特産農産物等振興事業

２，２１５万円

小中学校給食の伊賀産食材利用促進と地産地消の推進、
子どもたちに地元産農畜産物の美味しさ・素晴らしさを知
ってもらうことで地元への愛情を育むこと等を目的に、月
１～２回地元産の農畜産物を利用した給食を提供します。

財源内訳：市の負担額 ２，２１５万円

担当課：農林振興課
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 コロナ禍の長期化による市民生活の安全・安心の確保が重要となっている中で、

関係機関と共に医療体制の確保や、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種体制

などを充実します。 

 少子高齢化の影響による人口減少が問題となるなかで、各種施策を講じることで

暮らしやすい都市形成を目指し誰一人取り残さない持続可能な伊賀を実現するため

事業の推進に努めます。  

 あらゆる人権問題について多様性のある社会の実現を進める上で「性の多様性条

例」の策定など、人権保障の取組みや、住民・企業への啓発の取組みを推進します。 

 

くらし 

共同消防指令センター整備事業

１，００８万円

災害対応力の強化や経費の低減を図るため、名張市と共同
で、（仮称）伊賀市・名張市消防指令センターを整備します。
令和６年４月からの運用開始に向け、令和４年度は設計業務
を行います。

財源内訳：名張市の負担額 ４５５万円

市の負担額（市債を含む） ５５３万円

担当課：消防総務課

新型コロナウイルスワクチン接種事業

３億１，９８２万円

新型コロナウイルス感染症のまん延及び重症化予防のた
めワクチン接種事業を行います。

財源内訳：国の負担額 ３億１，９８２万円

担当課：ワクチン接種推進課
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常備消防施設等整備事業

１億５，８３９万円

伊賀市・名張市の消防の連携・協力に基づき、それぞれ高
さの異なる梯子付消防自動車を保有することで、単独で対応
しきれない災害に対し適切な活動を行うため、２０ｍ級梯子
付消防自動車を更新配備します。

また、防火衣等の現場用備品を更新購入します。

内訳：市の負担額（市債を含む）１億５，８３９万円

担当課：消防総務課

応急診療所管理運営事業

８，７４５万円

伊賀医師会・岡波総合病院・上野総合市民病院等の医師や伊賀
薬剤師会の協力を得て、休日及び夜間の急病者のための応急診療
所を運営します。

また、岡波総合病院の移転に伴い、令和５年１月（予定）に

隣接地へ移転します。

内訳：市の負担額 ８，７４５万円

担当課：医療福祉政策課

窓口業務経費 ９，１９２万円

窓口業務（各種証明窓口・発行、印鑑登録関連入出力、郵
送、戸籍入力）について民間業務委託し、証明書等の交付や
個人番号カード交付業務を行います。

また、令和４年秋頃（予定）からおくやみに係る手続き相談を
行う「おくやみコーナー」を設置し、市民サービスの向上を図り
ます。

内訳：国の負担額 １，８３８万円

市の負担額 ７，３５４万円

担当課：住民課
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地区市民センター施設改修事業

４，３１２万円

地区市民センターを安全・安心して利用いただくために、
整備計画等に基づき、府中地区市民センターの改修を行う
とともに、長田地区市民センター新築移転工事の設計を行
います。

財源内訳：市の負担額（市債を含む）４，３１２万円

担当課：上野支所

合併処理浄化槽設置及び管理事業

１億２，０２１万円

下水道区域、農業集落排水区域などを除いた区域につい
て、個別処理方式により、公共用水域の水質保全と生活環
境の改善を図るため、合併処理浄化槽設置工事などの費用
の一部の補助を行います。

財源内訳：国の負担額 ２，６１３万円

県の負担額 １，６４０万円

市の負担額 ７，７６８万円

担当課：上下水道部経営企画課

伊賀鉄道活性化促進事業

１億２，６４２万円

伊賀鉄道株式会社に対して、運営費の補助を行い、
市民の移動手段の確保を図ります。

また、伊賀線全線開通１００周年に関する経費や
伊賀鉄道を利用する学生の家計を支援するため、定
期券購入費に対する助成を行います。

財源内訳：市の負担額 １億２，６４２万円

担当課：交通政策課
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人権啓発推進事業 １，３４５万円

部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくし、人権
が尊重される明るく住みよい社会の実現をめざすととも
に、市民の人権意識の高揚を図ります。

また、性の多様性条例策定に取り組みます。

財源内訳：県の負担額 ５５万円

市の負担額 １，２９０万円

担当課：人権政策課、同和課ほか

防犯・暴力追放事業 ４９８万円

地域防犯啓発活動の推進及び暴力追放伊賀市民会議の運営
を行います。

また、犯罪により被害に遭われた方やその家族を支援する
ために、新たな支援金制度を運用します。

財源内訳：市の負担額 ４９８万円

担当課：防災危機対策局、住民課

地域福祉施設整備事業

２，９５６万円

不足している相談スペース並びに会議室やホール等を設け
るため、伊賀市総合福祉会館の空きスペースとなっている車
庫部分を改修します。

財源内訳：市の負担額 ２，９５６万円

担当課：医療福祉政策課
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 本市の成長・活力・価値の創造には、市域全体での観光資源、文化資源などを有効

的に活用・発信することによるにぎわいの創出が必要不可欠です。 

市街地エリアでは、「日本の 20 世紀遺産 20 選」に選ばれた伊賀上野城下町の文

化的景観を保存、活用するとともに、エリアの中心となる上野公園から城下町エリ

ア （忍者体験施設周辺）を結ぶ導線を「にぎわい忍者回廊」と位置づけ、忍者体験

施設の整備や市指定文化財旧上野市庁舎をはじめとした公有財産の有効活用による、

市街地のにぎわい創出に取り組んでいます。 

市域全体の活力を維持、向上していくため、農林畜産物に限らず市内で生産され

る各種産品の地産地消や特産品の「伊賀ブランド化」を推進するとともに、産業振興

条例を制定することにより地域産業の更なる振興を進めます。 

新たな産業用地の開発による雇用の創出や、移住・交流の促進、移住者などの起業

支援を推進します。さらに、「伊賀・山城南・東大和」の３府県を跨ぐ『伊賀城和定

住自立圏域』の中心市として、地域間連携を推進することにより、圏域全体の成長・

活力・価値の創造に努めます。 

 

にぎわい 

文化芸術推進事業 ２，３５９万円

伊賀市における文化振興に係る費用や、ユネスコ無形文
化遺産に登録された上野天神祭だんじり行事を保存・継承
していくため、運営に要する経費について助成を行います。

また、岸宏子生誕100年記念事業や、元永定正生誕
100年記念事業を行います。

財源内訳：国の負担額 ５９万円

市の負担額 ２，３００万円

担当課：文化振興課
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忍者市プロジェクト事業

６，３５４万円

中心市街地のにぎわい創出に向けて、にぎわい忍者回廊周
辺のエリアマネジメントを展開するため、公有財産の利活用
について民間活力を導入し、PFI方式による施設整備を進め
ます。

財源内訳：国の負担額 ３，０８６万円

市の負担額（市債を含む） ３，２６８万円

担当課：観光戦略課

旧上野市庁舎利活用事業 ６７３万円

旧上野市庁舎の整備に対して、国の補助金の採択を受ける
ために費用便益分析を行います。

財源内訳：市の負担額 ６７３万円

担当課：中心市街地推進課

商工振興経費 ５億１，４１５万円

民間金融機関等と共同して地域振興に資する民間事業活動
等を支援し、活力と魅力ある地域づくりを推進するため、地
域総合整備財団の支援を得て民間事業者等の設備投資に係る
無利子資金の貸付及び借入する際に発生する連帯保証料に対
し、補助を行います。

財源内訳：国の負担額 ３００万円

市の負担額（市債を含む） ５億１，１１５万円

担当課：商工労働課
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移住・交流推進事業 ２，２９６万円

「伊賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、市
外での移住相談会やプロモーション等を実施し、移住定住の
促進、関係人口創出に取り組みます。

財源内訳：国の負担額 ４６万円

県の負担額 ３６０万円

市の負担額 １，８９０万円

担当課：地域創生課、島ヶ原支所

大山田支所、青山支所

地域活動支援事業 ２７１万円

伊賀市自治基本条例に基づき、市民の自主的なまちづくり
活動を支援し、個性的で魅力あふれる地域づくりの推進を目
的に、経費の一部の補助を行います。

また、地域でがんばる市民活動団体をより多くの人に知ってい
ただき、市民活動団体の士気の高揚を図ることを目的に「N－１グ
ランプリ」を実施します。

財源内訳：国の負担額 ４６万円

市の負担額 ２２５万円

担当課：住民自治推進課

産業集積開発事業推進経費

８９８万円

新たな雇用の創出と人口減少に歯止をかけるために、民間
開発事業者を誘致し、民間主導による新たな産業用地の創出
を推進します。

財源内訳：国の負担額 ３３０万円

市の負担額 ５６８万円

担当課：企業用地整備課



- 18 - 

 

 

 

 

 

 

 ＳＤＧｓへの取組みを通じ豊かで活力ある未来を創るため、2050年カーボンニ

ュートラルに向け、公共施設などの脱炭素化の促進に努めます。 

 

 

 

 

地球温暖化防止推進事業

６３０万円

地球温暖化対策に係る伊賀市環境保全市民会議への活動
支援や、街路灯のＬＥＤ照明への取り換えに対し、灯具の
支給を行います。

財源内訳：市の負担額 ６３０万円

担当課：生活環境課

臨時地方道整備事業（ＬＥＤ化）

３，０００万円

耐用年数を経過している道路照明灯を、省エネ効果の高
いＬＥＤに順次更新していきます。

財源内訳：市の負担額（市債を含む） ３，０００万円

担当課：道路河川課

ＳＤＧｓ（脱炭素）への取組み 
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 本市のＤＸ基本方針に記載の基本理念である「暮らしいきいきデジタル社会の 

まちづくり」の実現に向け、市民の皆さんが利便性を実感できるサービス導入等の

事業推進に努めます。 

 

 

スマート自治体推進事業

３，６５９万円

スマート自治体への転換のため、ＡＩやＲＰＡなどの
ＩＣＴ利活用を全庁的に進め、業務の効率化と市民サー
ビスの向上を図ります。

財源内訳：国の負担額 ６３２万円

市の負担額 ３，０２７万円

担当課：デジタル自治推進局、課税課

収税課、保育幼稚園課

議会運営一般経費

１，４４２万円

議会運営の活性化及び効率化を図るため、新たにペー
パーレス会議システムを導入します。

財源内訳：国の負担額 ２６５万円

市の負担額 １，１６７万円

その他の収入 １０万円

担当課：市議会事務局議事課

ＤＸへの取組み 
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気候変動の影響によって自然災害が頻発化・激甚化するなかで、被害を最小限に

抑えるなど防災・減災の考え方による対策を平常時から行うことで市民のみなさん

の安全・安心な生活基盤の構築に努めます。 

 

直轄管理河川改修事業

１億６，４６１万円

内水排水対策のため、大戸川小田排水機場排水ポンプ改
修工事を行います。

財源内訳：市の負担額（市債を含む）１億６，４６１万円

担当課：建設管理課

地域防災力強化推進事業 ５６１万円

市民のみなさんへ洪水や土砂災害等の災害発生が想定さ
れる場所や被害の及ぶ範囲等の情報を提供し、災害時の適
切な避難行動につなげるため、ハザードマップを作成しま
す。

財源内訳：県の負担額 ２８０万円

市の負担額 ２８１万円

担当課：防災危機対策局

準用河川等整備事業

１億２，２０９万円

近年の気候変動に伴う豪雨の頻発化・激甚化に備えるた
め、市管理河川の整備や河床掘削を実施し、河川環境の保
全を図ります。

財源内訳：市の負担額（市債を含む）１億２，２０９万円

担当課：道路河川課

防災・減災への取組み 
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新型コロナウイルス感染症が長期化するなかで、経済社会活動は依然として厳し

い状況ですが、新型コロナウイルスワクチンの接種など、感染症対策や経済対策な

どについて、迅速な対応に努めます。 

 

生活困窮者自立支援事業 ５０４万円

国の新型コロナウイルス感染症に対する経済支援策の一
環として、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援
金を支給します。

財源内訳：国の負担額 ５０４万円

担当課：生活支援課

災害対策本部等運営経費 ３４６万円

感染症対策物品の購入など、継続して新型コロナウイル
ス感染症対策を実施します。

財源内訳：国の負担額 ３４６万円

担当課：防災危機対策局、秘書広報課

新型コロナウイルスワクチン接種事業

（再掲） ３億１，９８２万円

新型コロナウイルス感染症のまん延及び重症化予防のた
め、ワクチン接種事業を行います。

財源内訳：国の負担額 ３億１，９８２万円

担当課：ワクチン接種推進課

コロナ関連対策 
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 国の令和３年度補正予算に伴う関連事業の追加・変更、所要額について補正しま

す。 

 

 

 

伊賀鉄道活性化促進事業

１億５，４３９万円

国の補正予算を活用し、車両整備修繕・更新工事委託に加
え、交通系ＩＣカードに対応するための整備委託を行います。

財源内訳：国の負担額 ５，１４６万円

市の負担額（市債を含む） １億２９３万円

担当課：交通政策課

放課後児童対策事業 ３，１１３万円

国の補正予算を活用し、（仮称）依那古放課後児童クラブ
の建設に対し、補助を行います。

財源内訳：国の負担額 １，７９１万円

県の負担額 １７９万円

市の負担額（市債含む） １，１４３万円

担当課：こども未来課

令和３年度補正予算（３月） 
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収 入       （435,400 円） 

月収（給料など） 
297,100 円 

親からの支援など 
82,800 円 

預貯金の取り崩し※ 
18,900 円 

借金※ 
36,600 円 

支出       （435,400 円） 

食費など 
91,200 円 

自宅の増改築・修繕費 
23,400 円 

医療費 
74,600 円 

借金の返済 
57,500 円 

貯金 
11,600 円 

各種会費 
54,600 円 

光熱費・交際費など 
122,500 円 

歳 入 

市税・国からの交付金など 
297 億 1,000万円 

国・県支出金 
82 億 8,000 万円 

基金繰入金 
18 億 9,000 万円 

市債 
              36億 6,000万円 

歳出 

人件費 
91 億 2,000 万円 

投資的経費 
23 億 4,000 万円 

扶助費 
74 億 6,000 万円 

公債費 
57 億 5,000 万円 

積立金 
11 億 6,000 万円 

補助費等 
54億 6,000万円 

物件費など 
122 億 5,000万円 

伊賀市の財政状況 

 

月収 297,100 円の家庭とします。 予算総額 435 億 4,000 万円 

１ヶ月の支出額約 435,400 円をまかなうのに、月収に親からの支援

などを加えても、なお不足する額※（55,500 円）を借金や預貯金の

取り崩しに頼っていることになります。 

伊賀市の予算（一般会計約 435 億 4,000 万円）を１ヶ月の家計に 

たとえると・・・・・・ 

①家計簿
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基金とは…家計でいうと貯金のようなもので、市の貯金といえます。 

地方公共団体は基金を積み立てることが条例で定められています。 

②貯金

基礎的なサービスを行う一般会計では 

2022（令和 4）年度末の基金残高の見込み額は およそ１53 億円 

○伊賀市の人口は およそ８8，203 人（令和 4 年１月３１日現在）

として計算すると… 

市民一人あたり およそ１7 万円の貯金となります。 
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市債とは…市の借金のことです。 

市債は、長期間使われる道路や公園などの公共施設の整備のために使っていま

す。 

現在の市民の税金で一度にまかなうよりも、お金を借りて長期に渡り返済する

ほうが、将来にわたって公共施設を利用するすべての世代の人が負担すること

になるため、世代間の公平性を図ることができます。 

 

 基礎的なサービスを行う一般会計では 

2022（令和 4）年度末の市債残高の見込み額は およそ５09 億円 

○伊賀市の人口は およそ８8，203 人（令和 4 年 1 月 31 日）として計算

すると… 

市民一人あたり およそ 58 万円の借金となります。 

③借金 
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